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3．1 は じ め に

　根切 り山留め工 事で は地 盤 の 掘削，揚水 に よ る地下水

低下 等 に よ り，安定 した地盤内応力を不 均衡 に し た結果

として ，周 辺 地 盤 の 変位 が 生 じる。根 切 り山留 め 工 事 に

伴 う周 辺 地 盤へ の 影響 と して は

　  　山 留め壁 の 変位 に伴 う周辺地盤 の 変位

　  掘 削に伴 う周辺地盤 の 浮上 り

　   地 下 水低
．
「に 伴 う周辺地盤 の 沈 ド

　   山留め壁 の 施工 に伴 う周辺 地 盤 の 変 位

　  ヒ
ービ ン グ ・ボ イ リソ グ に よ る 周辺 地 盤 の 沈下

　  山 留 め 壁 の 施工 に 伴 う地 下 水 遮断

が 挙 げ られ る 。 な お，近接工 事で 周辺地 盤へ の 影 響 を 及

ぼ す工 事の 種類 と して は，根切 り「「「留め 工 事の 他 に，杭

工 事 ， 地盤改良工 事等があ る が，本 講 座 は 根切 り山留め

工 事 に 主 眼を置き，既設構造物 の 管理 者 が 公的機関
・企

業体 の場合 と民 間 の 場 合 で の 近 接程度の 判定方法，近接

工 事 に お い て必 要 とな る地 盤 調査，地 下水 調査な らび に

既 存 建 物 調 査 に つ い て 解説す る。

3．2　近接程度 の 判定 につ い て

　市街地 で の根切 り山留め 工 事 で は，工 事周辺 に 位置す

る 既設構造物や 埋 設物 に対 して，有害な 影響を及 ぼ す こ

とな く，施工 計画 を立案しな け れ ば な ら な い。こ こ で，
「近接施 丁 」 とは，工 事 に よ る既設構造物 へ の 影 響 を考

慮 す る必 要 が あ る 地 下 工 事 を 示 し，「近 接 程 度 」 とは対

象 構 造 物 へ 与 え る 影響 に つ い て の 度 合 い を ， 無条件
・
要

注意
・
制限等の 範囲 で 区 分 した もの で あ る 。

　こ の 近接程度の 範囲 は 新 設 構造 物の 工 事種別 と既設構

造物の 種類 に よ り異 な る。既 設構造物 の 管理 者 が公的機

関
・企 業体 （道路，鉄 道，イン フ ラ，トン ネル 等） の 場

合，基準 ・指 針 類 （以 下，指針類 と す る ）を整 備 して い

る こ とが 多 く，こ れ に 準 じた 近接程 度の判 定 ，搆造物 へ

の 影 響 対 策工 ，な ら び に 管理 計 測 計 画等 の 各検討 を実

施 しな け れ ば な らな い 。ま た，基 準類 が な い 企 業体 に お

い て は ，基準類を 定 め て い る 他企 業体 （例 え ば 鉄道で あ

れ ば 同業の 他鉄道企 業 体）の 基 準 に 準拠 し て検討す るの

が 一
般的で あ る。

　
一

方，既設構造 物 の 管理 者 が民間の 場 合 に は，特 に指

針類が な く，施工 者側が既設構造物へ の 近 接程 度の 判定

と影 響検 討 を実施 し，構造物へ 有害な 影 響 を及 ぼ す こ と

が な い よ うに ，施⊥ 計画 の立 案 か ら工 事実施 に 至 っ て い
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る。なお，こ れら近接程 度 の判定 に よ り，既 設 構造 物 へ

影響を 及 ぼす 範 開 とな る場 合に つ い て は，新設構造物 の

剤画，設計時に 必要 とな る地 盤 調査 や各種土 質試験等 と

は 別 に ，近接構造 物 へ の 影 響検討，更に は 工 事 に よ り近

接構造物へ 影響 が及 ん だ 場合，T．事 との 因 果関 係 を特定

す る た め の 詳細 な事前 調査 が 必 要 とな る 。
こ の ，近接程

度の 判定は，対 象 とな る既 設 構造物 の 管理 者側 に よ る考

え 方 （既設 構造物側 か らの 判定） と，新設構造物 の工 事

を 実施す る施工 者側 に よる 考 え 方 〔新設構造物側 か らの

判定）が あ り，基本 的 に は以 下 の とお りで あ る。

　   既 設 構造物側 か らの 判 定

　 供 用 中の 既設構造物 の 保守 とい う観点か ら，近接工 事

に よる 他の 機関の 新設構造物 を規制す る 目的で，近接構

造物下部 の 地盤 の 応力分布，支持力機構 を 考 え，新設 構

造物問辺 の地盤 の安定，破壊，変位 に 基づ き判 定 す る。

　   新設構造物側 か らの 判定

　 新 設 構 造 物 の 施 工 に伴 っ て 生 じ る，周辺 地 盤 の 変位 の

発 生 領 域 （緩 み領 域 ） に 着 目 し，当該範 囲 に 既設構造物

が 入 る 場合，地盤の 変位 ・緩 み に よ り，構造物 へ の変状

とな っ て影響が及ぶ。また，緩み領域 に 入 らな い 場合 を

影響 が少ない もの と考 えて判定 す る。

　 3．2．1 既設 構造物側か らの 判定

　既設構造物側 か らの 判 定 は，構造物 の 支持 力 に 影響 を

学え る範 囲 と，構 造 物直下 の 地 盤 内応力が，構造物荷重

の 影 響 を受 け て い る範囲 に お い て ，新設構造物の 工 事 に

よ る 地盤変位，地盤 の 緩み の影響 を及 ぼす 度 合 い を考 え

るの が
一

般的で あ る。こ れ らは，構造 物の 保 守の 観点か

ら，管理 者が 公 的機 関 ・企 業 体 の 場 合 が多 く，この 場合，

管理 者側が定 め る指針類 の 有無 を確 認 し，近接程度の 判

定，既設構造物 へ の 影 響等 の 検討 を指劃類 に 準 じて 実施

して い る 。 公 的機関
・企 業体 に よ る 指針類 （暫定指 針，

指 針 類 を含 む ）を 表
一一3．1に 示 す。現行 の 指 針類は 全 28

あ り，鉄道関係14，道路関係 7，イ ン フ ラ 関係 4，トン

ネル ・港湾関係等 3 とな っ て い る。

　指針類 で の近 接 程 度 の 判定 に よ る範囲 は，表
一3．2に

示 す新 設構造物 を構築す る 際の 施τ 法 （工 種）の 種類，

既 設 構 造 物 の 基 礎 形 式の 違い に よ り，そ れ ぞ れ設 定 す る

こ と とな っ て い る。以 卜，表
一3．1の各 指 針類 の 内 ， JR

東 日本旅客鉄 道株式会社，首都高速株式 会社 （「目首都高

速道路公団），東京電力株式会社 の 指針類 に つ い て ，新

設構造物の 施 工 法 の 種 類 を 開 削工 事 （仮土 留 め を用 い た

掘削），既 設構造 物 の 基 礎形 式 が 直接基礎 ，杭基礎，
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表．．3．3　近孩程度の 区分 と内容
2〕

沂接 仕度 ヴ 匚分 1勺　 　　 容

［無 条 件 範 囲 （u
新
靴

憐造 物 σ 能丁
．〒

よ り翫 殳構 L 物に 対 L ，ダf
」．

や変形等つ 景．｛野か及 ぼ な L と考 ．こ られ る範 囲

興 T 意 範 囲 伍 〕

新
，」
購造 初 の 施 工に よ り既 ス構 垉 物 に対 し，迪 常

は 変β へ 変形 蕁の 有 害 な影 　　
L
か い と して 良い

ヵ・，ま阿 に 号響があ る と考 え っれ る範囲．
制 限 筵 囲 （珊

　 〔要 対 策 範 卿

わ　く構 厘 物の 施 1　　 り既 計 構芒物に 対 し　沖位
へ 変 形等の 有 害な影響 か及 ぶ と考 え られ る範 囲。

図
．−3．1 近 接 柱 度の 区 分 と範囲

表
一3．2　施 工 法 ・形式 に よ る違 い u〕

　　　　　　　　　 ケ
ー

ソン 基礎の 場合 （地中構造物を

　　　　　　　　　除 く） につ い て の，近接程度の 判定

　 　 　 　 　 　 　 　 　 方 法 を示 す。

　　　　　　　　　　（DJR 東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会

　　　　　　　　　　　社
2）

　　　　　　　　　　JR 東 日本旅客鉄道株式会社 の 指

　　　　　　　　　針 類 に よ る近 接程 度 の 区 分 を 表
一

　　　　　　　　　3．3に，近接程 度 の 判定 を 図
一3．1に

示 す。既設構造物 へ 掘削に よる影 響が 及 ぶ の は，構 造 物

基礎 の下 部地 盤 に お い て ，支持力に 関係 す る 範囲 と，建

物 荷 重 に よ っ て生 じ る地 盤 内応力が大 き い 範囲 に お い て ，

土 の 除荷
・
緩 み が生 じた時 で あ る。

　指針 で は ， 既 設構造物 の 支持 力 に影 響 を与 え る と考 え

られ る 図　 3．2の 範囲 と既 設構造物 基 礎 の 下 XIに 位 置 す

る 地盤 内応力分布 力 ， 構造物 の 荷重 の 影 響 を受 け て い る

図
一3．3の範囲を 考 え ，掘削に 伴 う地 盤 の 変位 や 山 留め

壁 変位 に伴 う地 盤 の変位等 に よ る影響 が，この 範囲 に 及

ぶ か，否 かで近 接 程 度 の範 囲 区分 を 定 め て い る。

　無条件範囲 （1 ）とは 掘 削 に よ る影 響 が ，図
一3．2の 範

囲外 の 場合で ，
3．14B1 （B1 は 基礎幅，内部摩擦角 φ

＝

30Dの 場合） は既設構造物基 礎下 の 極 限 支持 力 に 関す る

せ ん断破壊線が 及ぶ 範囲 を示 して お り，こ の 破 壊線 は土

の 内部摩擦角 に よ り異な る が，基凖類 で は実用上 の 数値

と して 3B1 と し て い る。な お ，工 事 に 伴 う地 下 水 位 低

下 の 影 響 に つ い て は ，3凧 よ り遠 く ま で 及 ぶ こ と と，地

下水の 移動 とそ れ に 伴 っ て 生 じ る土 粒 了の移動，損失 が

考え られ る。こ の よ うな場合は，無 条 件範囲 （1 ）で あ っ

て も，地下水低下の 影響 に 対す る防護措置 を 施 す こ と と，

圧密沈下 の検討 を行わ な けれ は な らな い 。 こ の 比 密 に対

す る検討 は，後述す る各指針類で も必 要 とされ て い る。

　 制 限範 囲 （皿）は既 設 構造物 が 帯状墓 礎の 場合，構造物

荷 重 に よ る地 盤 内 垂 直 応 力 が 10％程 度 に 減少 す る 線 を

限界線 と して考 え，図
一3．3に示 す よ うに ，基礎端部 か

ら基礎幅 B1 の 範囲 を 定 め て い る。ま た ，図
一3．1に 示

す （4S
°
＋ φ！2）は ，山留 め壁 の 背面地 盤 が す べ り破壊

を 生 じた 場合の 破壊面 と水＋ 面 との な す角度 を示 し，既

設構造物の 某礎底面等 か ら引い たす べ り線の 下 方 に，新

設構這 物 を構 築 す る 際 に，施 工 す る 構造物等 （例 え ば rI」

留め ）が 入 れ ば，工 事 に よる地 盤 の緩 み が基礎底面 に 影

響を与 え る と考 え られ て い る 。 ま た，（2c− q）fv・tan

54 土 と基礎，555 （592）

N 工工
一Electronic 　 Library 　



The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnical 　Society

講　　座

（45
°一

φ〆2）は，粘着 力 c を有 す る 土 が ， 自立 す

る高さ よ り救 わ れ る幅 で ある。なお，粘性土に お

い て は砂質士 よ りもすべ り領域が広 くな る と考え

られ る が，内部摩擦角 φ を 0 と し て 表 現 で き る

と して い る。以下 ，本 指 針 類 を用 い て ，近接程 度

の 判 定 の 際 に 留意 す る 幾 つ かの 事項 を示 す。

　  既設構造物 の根入れ深 さ Dfi

　Dfiは既設構造物 の基礎 の 根入 れ 深 さ を示 すが，

杭基礎 で の 飢 は，杭の 分 類 （先 端 支持杭 ，摩擦

杭等）に か か わ らず，フ
ーチ ン グ 底 面の 深 さに 杭

長 の 113を 加 え た 深 さ を原 則 とす る （た だ し，拡

底杭等 で 杭 の 先端支持力 に 期待 して い る 場 合 ，

フ
ー

チ ン グ底面 の 深 さ に 杭長 の 213 を加 え た深 さ

として よ い ）。ま た，ケー
ソ ン 基 礎 に つ い て は基

礎躯体の 根 入 れ長 さ の 2！3と して い る 。

　  既設 構造物 の 基 礎幅 の B ］

既 設構迄 物 基礎 幅　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 B1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （分布荷重）　　・

且　 　 呂．邯 1　 　 　 　 　 　 　 　 1
娼 3呂12B 2H　 3B4 臼圏　　　　　　 2、62馬

o2q

図
一3．2

01q

虹

　
’
認．　 　 　 　 鮮

”

…

　　基 礎 底面の せ ん 断破壊線 2：2

　 　 耽　　　　← B且

一 「
一
「 「

BI

日ロコ
図一3．4　既設構造物の 基礎幅 B12）

　既設構造物 の 基礎幅 Bl の取 り方 は ，図
一3．4に 示 す

よ うに ，基礎 の形状 が 正方形 で 辺 長，円形 で 直径 を，長

方形の 場 合 は 向 きに か か わ らず 短 辺 の 長 さ とす る 。 杭基

礎 で の 基 礎 幅 は フ
ーチ ン グ 幅 とす る。こ こ で ，基礎幅

B1 が鉛直
・
水平支持力，転倒 に 関す る安定性を保 つ た

め に 必要な大きさ以 Eの場合，妥当 と思 われ る値 まで 減

じて 良い こ と，既設構造物 が建物や ラ
ーメ ン 高架橋 で は，

1 ス パ ン 程 度 とし て 良 い とされ る 。

　   　近接 程 度 の 範 囲 の 緩和措置

　 下 記 の 条件 に お い て ト分な検討を行 っ た 上 で あれ ば，

近接程度の範囲を緩和 して も良い とされ て い る。
・対象 とする 地 盤の N 値 が 50以 上 の砂 質土，1＞値 が 20

　以上 の 粘性土 お よび岩盤等で 良質な場 合

・ 既設構造物 の 安全度 が所要の 値 よ り高 い 場合

・ 既 設構 造 物 の 重 要 度 が低 い 場合

・ 簡 易 な工 事 の 場 合

　（2） 首都高速株式会社
3｝

　 首都高速株式会社の指針類 に よ る近 援程 度 の 区 分 を表

一3．4に，近接程度の 判定 を 図
一3．5に示 す 。 本指 針類 の

近接程度の 判定 は，先 に 示 した 指針類 とほ ぼ 同様 で は あ

るが ，構造物荷重 に よ る地 盤 内垂 直応 力 が 10％程度 に

減 少 す る 限 界 線 （基 礎 端部 か ら基 礎幅 Bl） の 範囲 内で

は，既設 構造 物 の Dfiに よ らず，す べ て 制限範 囲 （皿 ）と

な る こ とで ある。本指針類 で の留意す る事項 を 以下 に示

す。

　  既設構造物 の根 入 れ深 さ Dfi

　杭の 分類 に よ り Dfi が異 な り，先 端支持杭 の 場合，杭

の 根 入 れ 深 さ の 314を Dfi とす る。摩擦杭 は 杭の 根 入 れ

深 さ を無 視 し，フ
ーチ ソ グ深 さ とす る。

　  既 設 構造物 の 基 礎幅の B ／

　基礎幅 Bl は 図
一3．4と同 様で あ るが，　 Bl が 5m 未満

の場合で あ っ て も，51n とす る こ とを 原 則 とす る 。

　  近接施工 の対象 としな い 範囲

　新設構造物の 床 付け 面 が既 設 構造物設 計地 盤 砺 （た

だ し最大値 を地 表面 よ り 5m と す る ） よ り浅 く，か っ

新設 構 造 物 の 床付 け 面か ら45
°
の 線 と既設構造物 の 最外

図
．− 3．3

LBB

呂

BBB

馬

町

B23456

ア

99

帯 状基 礎 の 地 中内応

力2）

表
一3．4　近接 程 度 の 区分 と内容3／

近接程度の 区分 内　　　容

無 条 件 範 囲 〔け

新設 構造 物 の 施 工 に よ り既 設構造物 に 対 し，変
位や 変形 等 の 影響 が 及 ばない と 考え られ る範

囲、，

要 注 意 範 囲 （H ）

設言
・．
に あた り旺設 構造物に 変状を与 え ない よ う

構造 形式 を選択 す る な ど して 新設構 造物 の 設 計
を行 い ，施工 時に は既 設構造物に有害な影 響 を

与 えな い よ う，最 小 「垠新 設構 造物 の 施 工 法 に よ

る対 策 を実 施 し，変状 の 観 測 を行 う範 囲

制 限 範 囲 ｛皿 ｝

設計 に あた り既 設 構造 物 に変 状を与 身ない よ う

溝這 形式 を選択する など し て ，新設 構造物の 設

計 を行 うと と もに ，既 設構 造 物 の 変位を定 量的

に椎 定 L安 全性 を 検討 L．な けれ ばな らな い 。施

工 時に は 、既設構造物 に 有害な影響 を与え ない

よ うに ，新 設構 造 物 の 施 ［．法 に よ る対策 を 実施

す るほ か ，既 設構造物 への 補強 ，地 盤 の 強 化 ・
改良，十留工 の 剛性増刀口や遮断工 による灯策の

い ず れ か を合 わせ て 実施 し，施 工時 に は変 状 の

観測を行 う範囲、，なお ，凍結工 法 に っ い て は ，
こ の 範囲内 で 凍 結 を行 って はな らな い 、

Df］：地表 面 か ら既設 構 造物 の根 入れ あ るい は 底 面深 さ。ここで ，根 入 れ

　 あ るい は底而の 深 さ とは 次に 示 す位置を い
t

）t

直接基礎
．一一一一7一チ ン グ深 さ

先 端 支持 伉一一一一杭の 恨 入れ 漢 さ の 3．．4
麈 擦杭　 　

一一一一
杭の 根入 れ 深 さ を無視 し ，フ

・．．
チ ン グ深 さ と す る

ケーソ ン 基礎
一一

根入 れ 深さの 3．4
Df2：地 表 面か ら新 設構 造物 の 根 入れ深 さ （全長 〕あ るい は 床付 面 の 深 さ

Bu　；既 言辻構造物と新設構造物 と の 間隔
BL ：既設構造物の 基礎幅あるい は構造幅
BF．：默 設構 造物 の 基礎 幅、構造 幅 、開 削幅

〔D無条件 範田 1 ：   ，2）で 定ま る範囲。
　：PB含 3B1 （新設 構造物の 床付面が 地下 水位面 以 下の 時）

　 lio＞ 2B ⊥ （新設 構造 物 の 床 伺
．
面 が 地 卜水 位面 以上 の 時）

　  B，ト〉 〔Df三Df．〕 tan （45
°一．

φ〆2）−B1た だ し、右辺 の 最大値 は 4B
，

　 とす る。
〔2〕制 限 範囲 　皿 ：   ，◎で 定 ま る範 囲。
　  艮 ≦B］
　  B

，
≦ （Dl

．
t／−Df：）tan （45

°
　
一

φ，t2）− 2c！γ tan 〔45
°
　
一

φ tt2 ）

　た だ し，右辺 の 最大値は 3Bl とす る。
〔3｝要 注 意範囲“ ： 1，皿 の 条件の どち らに も該当しない 範囲。
た だ し、BL＜ 5皿の 場 合は BL＝5m とす る．

DrL

2C −q

BL

　　　　　 地下水位面以上酬 的 且

鼠．　　　　 地下水位面以下 σ塒 ：［［

田　　 2B　　 3B　　　 4B

rL
既　設
構造物 皿 新　設

構 造物

Df

、、　、　、　　、

！　　，’
　　　　！”

ZI
．’二　 1’．dズ！

二¶
’
，

／’二つ
’二つつ．

う
亭　　’

　 1【

B、
一t、n （45

・一皇
）

　 　 　 　 2

　 H

皿

4B

q ；基礎底 面荷重度

c ；土の粘着力

γ
：土の 単位体積重

φ ：土の 内部摩擦角
、、
　
、、　　、

3BI … 玉45
肖一一

図
一3．5 近接程 度の区 分 と範 開
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縁線が 交差 し な い ，小規模 で
一

時的な 開削工 事等は 対象

としな い 。た だ し，掘 削に伴 う地 盤 の変位 が著 し く大 き

い と思わ れ る軟弱地 盤，大規模 な排水 に よる 周辺 へ の 影

響が 大 きい と思 わ れ る場 合，更に，既設 構造物 が偏心 荷

重 を 受け て い る 場合に つ い て は こ の 限 り で は な い。

　   新設構造物 が 二 つ 以上 の範 囲 に ま た が る場 合

　 以 下 の 要 領 で 区 分 す る。
・要 注 意範囲 と無 条件 範囲に ま た が る場 合

　 ま た が る部分の 面積 が ， 大 きい 領域 の 範囲 とす る 。

・制限範囲に 他の 範開が ま た が る 場合

　 制限範囲とする。

　 （3） 東 京 電 力株 式 会 社 4〕

　 東 京電 力株式 会社 の 指 針 類 に よる近 接 程 度 の 区 分 を表

一3．5に ，近接程度 の 判定 を 図
一3．6に 示す。図

一3．6の

f，bは地表而か らの 深 さ，既設構造物側面 か らの 水平距

離 を表 す。な お，基礎幅 Bl の設定 は 図
一3．4と同様 で

あ る 。 本 指針類 で の 留意 す る事項 を 以下 に 示 す 。

　   既設 構造物 の 根 入 れ深 さ Dfi

　Dfi は 基 礎形式に よ り異な る が，杭基 礎 に つ い て は 先

端支持杭 で 設計さ れ て い る と し て も，杭周 面 摩擦力が 鉛

直 攴 持 力 の 内，大 きな部 分 を 占 めて い る との こ とか ら，

施 工 法 の 分類 に よ らず，Dflは摩擦杭 と同様 の 扱 い とす

る。

　 ま た，軟弱地盤等 で 基礎深 さ が深 くな る よ うな 条件で ，

新設購造物 の 施工 に よ り有害 な 変位 が 牛 ず る と考 え ら れ

る場 合 は，Df
，
＝5m と しな け れ ばな らな い

。 要 対 策範

囲 （皿 ）は JR指針 類 と 同様 ，既 設 構 造 物 の 根 入 れ 長 さ

砺 以深 の 範 囲 で 示 され る 。 ま た，既 設 構造物 側 面 か ら

51nの 幅 を 設 け た の は ， 離隔距離 5m を確保 す れ ば 構

造物基礎
．．
ドの 掘削に 対 し，安全側の 評価 で あ る こ とと，

部分 的な 沈下 を 避 け る た め で あ る。こ の 離隔距 離は ，構

造物規模 に か か わ らず，ほ ぼ安全 を確 保で き る もの と 考

え られ て い る 。

　   近接程 度 の 範 囲 の 緩和 措置

　要対策範囲 （皿 ）で ，漏水 の 無い よ うに 配慮さ れ た 剛性

の 大 き い 山留め 壁 を 採用 した 場 合，既 設 構造 物 の変位 ・

変形 を計 算 した 上 で，範囲 を 低 減 して よい とさ れ る （た

だ し，山留め 架構の 設計 にお い て は，既設構造物 の 荷重

を 考慮 し た も の で な け れ ば な ら な い ）。

　  新設構造物が 二 つ 以上 の範 囲 に ま た が る 場 合

表
一3．5　近接程 度の 区分 と内容

4 ）

近接程度 の 区分 内　　 　容

般 筵 囲 臼 ）
設 計

・施 ⊥ に特別 の 注意を要 しな い が ，必要 に 応

じて既設 構造 物 の 変状 の観 測を行 う範 囲．

要 注 意 範 囲 〔u）

新設 構造 物 の 施 工に よ り匿設 構造 物 に対 し，通 常
は 変位や 変形 等の 有害な影響 は な い と して 良い

が ，まれ に影 響 があ る と考 え られ る範 囲。

要 対 策 範 囲 〔曲
新設 構造 物 の 施工に よ り既設構 造 物 に対 し，変位

や 変形等の 有害な影響が 及 ぶ と考え られ る範囲．，

D［
’
、：地表 面 か ら既設 構造物 の 根入れ ある い は底 面 深 さ。こ こ で根 入 れ ，

　 あ る い は底 面 の 深 さとは 次 に示す位 置 を い うe

直 接 基礎 　 　 　 フ
・一チ ン グ底 面深 さ

杭基礎 　　
一一一一

フ
ー

チ ン グ底面深 さに 杭長の 1／
’
3 を加え た 深 さ

ケ
ー

ソ ン 基礎
一一

躯体 の 恨 入れ 長 さの 2／

’
3 の 深 さ

Df．：地 表 面 か ら新設 構 造物 の 根 入れ 深 さ 〔全長 〕，あ るい は床 付 面 の 深 さ

B
，

：既設構造物 と新設 構造物 との 聞 隔
BLT 既 設構造物の 基礎幅，構造幅
B．、：新 設構 造物 の 基礎 幅 ，溝 造幅，開 削幅

〔D要対策範囲（皿 ）：
．
  、  で 決まる範囲

　  b ≦ 5m、　 f≧ Dt
’
1   f≧ b −tatl 〔45t ＋ψ〆2〕

（2）要 注意 範 囲 （H ）：   ，  で 定 ま る範 囲 か ら皿 を除外 した 範囲 。
　   b ≦ 3B、、　 r≧ U

　  f ≧ 〔b
− B．） ・ta冂（45

」」
＋・）〆Z）＋D⊥

．
、

〔3）
一

般範囲（
．
1）二（1 ｝，〔剛 ）以外の 範囲。

Dt
’
L

B

設

物

　

造

既．
構

BB

3B

鰭
新　設

構造物

6

Dfu

1

　
’
　 　 ン丶

鰐 鞭 墾

図一3．6　近接程度の 区分 と範囲
4）

表一3．6　三 つ の指針類 に よる近接程度の 判定の 考え 方

JR 東 日 本旅客鉄道株式 会社 首 都高速株式 会社 東京 電 力株式会仕

1）か つ   で決 まる範囲、ただ し 1の 範囲で 〔1），  で 定まる範囲。 （H ＞，（皿〕以外の 範囲．
あ って も地下水位低下工 法 を併用 す る場合
に は H ，HIとな る こ と もあ る、、

無条件 範囲 〔1）   B。＞ 3B1 （新設 の 床付 面が 地 下 水 位以 下｝ £ B。
＞ 3B1 （新設 の 床付白 が地 1・

．
水位 以 ド〕

一
般 範 囲 （1） B、冷 2B1 〔新 設 の 床 付 面が 地 下 水 位 以 上） 馬＞ 2B1 （新 設 の 床 付 面 が地 下水 位 以 ト〕

診 Bo＞　　（Df2−Dr．〕　しと1n　〔45
°
　
．．．

φ〆2）　．・BL2Bo ／　　〔Df：− 1〕fL）　t 日n　（450　
一
　φ、〆2）十 BL

f「 DfL≦O の 場 合に は側の 水平離 隔条件の ただ し ．右辺 の 最大値は 4B．とする，
みの 判定 となる。
〔r ）、（皿 ）の どち らに も該 当 しな い 範囲．（1 ），〔皿 ） の どち らに も該 当 しな い 範 囲．  ，  で 定 圭る範 囲か らm を 除 外 した範 囲。

要 注 意範 囲 〔m ⊃b ≦ 3B、，　 f≧ 0

た だ し，Bl《 5m の 場 合，　 BL−5m とす る． 象f≧　（b　
・B1＞　　・tan （45

°
　＋r5〆2）＋ DfL

辜）または   で 決まる範囲。   ，  で 定 ま る範囲。 D，  で 決 ま る範 囲．
3B

，
≦B か つ Dr2≧ Df・ 奉）B、1≦BL エb ≦ 5m，　 f≧ DfI

制限範囲 〔皿 〕   B，≦ 帆
一Df、加 ・ 〔4r 一

φ     Bo≦　（Df2
− DfL）tan し45

「1
　
−
　O 〆2， 診「≧ b ・しar1（覗5  φ，2 ）

要対策範 囲 〔皿）
　　　

一
［（2c

−
q）〆

γ　］ta11 （45
「1
　
一
　φ〆2）

た だ し，　「（2c− q＞〆γ

．
tan （45

°
　一φ〆2）　は

　　
一2。〆γ t猟 （459

一
φ，
「
2）

た だ し，右辺 の 最大値は 3B1 とする．
直接基礎の 場 合の み 考慮す る．

直 接 基礎 フ
ー・

チ ン グ深 さ

フ
ーチ ン グ深 さに 杭長の レ3 を加 え た深 さ、先端支持杭 7 杭の 根入 れ 深 さ の 3〆4。 フ

・一
チン グ深 さに杭長 の 1芍 を加えた深 さ。

DfL 杭基礎
た だ し，拡 底 杭等 で 杭 の 先端 支持力 に期

して い る場合，フ
ー

チ ン グ底画 の 深 さに

摩擦杭　　　杭の 根 入れ 深 さを無視 し ，フ

　　 　　　
…チ ン グ 深 さ とす る．

亢長 の 2，
「
3 を加 え た深 さ と して よい ．

ケー：ン基礎 躯 体の 根 入 れ 長 さの 2！3 の 深 さ。 根入れ 深 さの シ 4。 躯 体 の 恨 入 れ 長 さの 2〆3 の 深 さ。
基 礎 の 形 状 が正 方 形 で辺 長 ，円形 で直 径を ，長 方形 の 場 合は 向きに 関わ らず短辺 の 長 さ とす る．

B】
亢基礎で の 基礎幅は フ

ー．・チ ン グ 幅 とす る．， た だ し，B ［く 51nの 場 合 ，　 B1；5m とす る、 一
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　以 ドの 要領で 区 分 す る。
。 要 注 意範囲 と

一
般範囲 にま た が る場 合

　要注意範囲 とす る 。

。要対策範囲 に 他の 範囲が また が る 場合

　要 対 策範 囲 とす る。

　表一3．6に は，上 記 3 指 針 類 に お け る 近 接 程 度 の 判 定

とDfi，　B1 の 考 え方 を取 り ま とめ た の で 参考 とさ れ た い
。

　3．2．2　新設構造物側 か らの 判定

　既設構造物 の 管理者 が民間の 場合，企 業体
・グ ル

ー
プ

の指針類 が参考 となる が，特 に準拠す る基準が ない の が

現状 で ある。既設構造物の 管理 者が 民 間 で あ る場合の 近

接程 度 の 判 定 は，新設 構造 物の 開発 事業 者 （施 主 側 ）か

ら，準拠 基 準 を指定 さ れ る 場合，既 設構造物の 重 要度が

高い 場合等を除 き，一
般 に は施⊥ 者側が判断す る。

　 こ の 近接程度の 判定 に対 す る考 え方 は，新設搆造物側

か らの 判 定 に よる もの で，小 型 の 二 次 元 土 槽を 用 い た 実

験 的 研 究 結果を取 りま とめ た，十一木研究所資料近接基 礎

設 計施 工 要領 （案）5） （以下，土 研資料 と す る ）を 参考 と

して い る。表
一3．7に 土 研 資料 に よ る 近 接程 度の 区 分 を

示 す 。な お ，本研 究 で は 砂 地 盤 に お け る 山留 め 壁 の 変形

モードと背而 地 盤 の変位 の 状 況を 図
一3．7の よ うに 示 し

て い る 。 図中 （a）， （b）は 通常の 矢板 の た わ み変 形 に近 い

変形 パ ター
ソ ，（c）は 剛性 の 高い 壁 の 回 転変形，（d）は

平行移動，（e ）は 壁 ド端 の変位が 大 きい 場 合で あ る。こ

こで ，背面 地 盤 に お け る地表面 付
．
近 で の変位 発生 領 域 に

合 わせ る よ う，山留 め壁 反 力 の 極 値 を 与 え る対 数 ら線
5〕

や 水 平 面 と45
°
＋ φ！2 の 角度 を な す 直線 で す べ り線 を表

す と ， 緩み 領域 との 整合性が 良い こ とか ら，こ れ を境界

線 と し，その 内側 を背面地盤の緩 み領域 と考 え る。図
一

3．8，図
一3．9に砂質上 と粘性土の 場合に お け る，影響範

囲 を示 す。粘 性 土 の 場 合 にお い て は，一
般 に 明 確 に す べ

り線 が 現 れ な い が，図一3．9の 円弧 と45
°
の 直線 に よ り表

現 で き る こ とが他 の 実験 で 確 か め られ て お り5）
， 砂 質土

と同様 に，こ の す べ り線を 境界線 として ， そ の 内側 を 背

面地 盤 の 緩 み領域 と考 え る。な お，既設構造物 が 二 つ の

領域 に ま た が る 場合は，以下の よ うに 判断 して 良い 。

　  　影響外範囲 （1 ）と要注意範闘 （1［）に ま た が る場 合

　 図
一3．8（b）に 示 す よ う に，水 平 面 と45

°一
φ12の 角 度

に よ るす べ り線 を仮 定 し，要 注 意 範 囲 （π）とす る。

　  影 響範囲（皿 ）に また が る場合

・既設構造物 が直接某 礎 また は ケー
ソ ン 基礎の 場合

　影響範囲（皿 ）と他 の 領域を区分す る境界線が，既設構

造物 の 基礎底面を通 る 易合 〔図
一3．10） は，影響範 囲

（皿 ）とす る。基礎底面を通 らない 場合は ，要注意範 囲

（1 ） とす る （図
一3．11）。

・既 設 搆 造 物 が杭 基 礎 の 場 合

　 影響範 囲 （皿）と他 の 領域 を区分す る 境界線が 基礎底面

を通 る場 合，と影 響範囲（皿 ）に 掛か る 領域が，基礎全体

の お お む ね 1／3以上 に な る 場合は影響範囲（皿 ）と す る

（図
一3．12）。おお む ね 1f3以下の 場合 は要注意範 囲 とす

る。

　 こ こ で，杭基 礎全 体 の 大 きさ と して 評 価 す る，根 入 れ

May ，2007

表一3．7　近接程度の 区分 と内容 s：

講 　　座

近接 程 度の 匿 分 内　 　 　 1容

影 響 外 範 鬨 〔1 ｝

一
般 に、新設構 造物 の 施⊥ に よ る地 朧変位の 影響

が及 ばない と考え られ る 範囲、

要 注 首 範 囲 （助

新設 構造物の 施 T に伴 う直接9）影響は受 けない

が 、影 響範 囲 （皿 ｝の 襖域 の 上塊 が変位 す る こ と

に伴 う間接 的な影 響 を う けて 変 位 を牛ず る可 能
性 の あ る範囲 で ，既讃 構造 物 が こ の 範囲内 に ある

揚合 には ，特に 対策工 を実施する必 要は ない が 、
既設 構遣物 の 変 位 ・変形観 測 の た め ダ ）現 場 計測 を

実施 しなければな らな い 。

影　響　範　囲 〔皿〕

新設 構遣物 の 施 工 に よる 地 盤変 位 の 影響 が及 ぶ

と考 え られ る 範囲 で、既設 構造 物 が こ の 範 囲 に論

る場創 ゴ必 要に 応 じ て 適 切な 対策工 を 実施 する

と同 時に ，施工 中に お け る既 設構 造物 ，仮 設構 造

物，周辺 地盤等の 変 位
・変形 の 観測を行 わな けれ

ば な らな い 。

（a）た わみ変形

b 線

線

（b）たわみ 変形

線

数 ら線

　　　 　4
（c）回転 変 形 　　　　 　　（d）平 行移 勳 　　 　　〔e）下 端変位 が大 き い場 合

図一3．7　山 留 め壁 の変形 パ タ
ー

ソ と背面 地盤の 変位 （砂

　 　 　 　 質土 狸 ・こ 占1筆

夥
諜

　
　

　
　
一
　

r」

既
設

基
礎

　｝

　
　

　
　
．

．「「匸幽
1．，，瞑、

1　　　　　　　　　亅一
「　　　　　　　　　．

厂

山留め 壁 ：

　iD・
1」

（a＞影響範囲 〔1 ），（皿 ）

　 図
一3，8

…1…
皿

．
。 i　 ifi

　 　 　 　 　 　 唱　　　　 ・　 iD ：L 毎一」

。。 、線 讐 1 脳
　 　 　 　 　 （b＞影響 範囲 （1 ＞

砂 質上 の 場合の 影響範囲
5〕に 加筆

　　、
（D

　直線

〔皿

／ρ
笏
（皿

：

一
一

3
…
　　‘，

：

≒

…
題

D2

●　　　　，， ！ ’
　■． ．　　， ，

．　●
o ■「

 

既設構造物

　 　 円 弧

図一3．9　粘土の 場合の 影響範囲5／・に hnX

新設構造 物

図
一3．10訓 功噬

既 設構造物　 新設構造物

図
一3．日 5｝1功 嘩

深 さ ヱ）1 は，以 下 の よ うに考 え る。
・直接基礎 お よび ケ

ー
ソ ソ 基礎の 場 合

　フ
ーチ ン グまた は ケー

ソ ン 木 体の 底面 ま で の 深 さ 。

・ 支持 杭 墓礎 〔先 端 支 持 杭 ）の 場 合
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講　 　座

D

既設構造物

一

（皿）
〔1：1

　　　亅

　　　」
　　　旨

1111

幽 一　　1

図 3．125〕に加筆

tW

D

良好 な地盤

図一3．13D2 の設 定 5｝に 加筆

　杭 の 根入 れ長 さ。
・摩擦杭某礎 の場合

　地 表面 か ら杭 の 根入 れ長 さ の 112ま で の 深さ とす る。

　 ま た，ヱ）1 と併せ て 重 要 とな る の は ，床1・jけ 以 深 の 山

留め 壁 位 置 を始点 とす る ，す べ り線 の 設定 で 必 要な D2

で あ る。土 研資料で は D2 を 「山 留め 壁 は 良好 な地 盤 ま

で 根 入 れ す る こ とを 原 則 と し，そ の 地 盤 ま で の 深 さ を

D2 とす る。こ こ で言 う 良好 な地 盤 とは，砂 質土 で N 値

が 15以 上，粘性 十．で 10以 上 とす る。」 とさ れ て お り，一・

つ の 指標 と し て 参考 とな る （図
一一一3．13）。

　 こ れ ま で に 示 した 緩み 領域 とは ，山 留 め 壁 の 変位 に 伴

っ た ，背面 の 地 盤 変位 に 着 目 した もの で あ る が ，
D2 に

関 して は，床 付け 以 深の 地 盤 変位 と大 き く関係 して くる。

　 この ，床付け 以深の 地盤変位 として は，
・掘削除荷 に よ る 弾性，塑性，膨潤変形

・地下水 に よ る 盤ぶ くれ （粘性土），ボ イ リ ン グ （砂 質

　 十一）
・背 面 地 盤 の 回 り込 み に よ る ヒービ ン グ

が 挙 げ られ るが，こ の 中 で ，
ヒ ービ ン グ に 関 して は床付

け 以 深 の 地 盤 変位が 大 き く， 背面地 盤 へ の 影響 が大 きい 。

　 こ れ は，対象 とす る 地盤 が 低地 （旧海底） に 堆積 して

い る 沖積粘性土 の 場合大 き く，層 が 厚 く堆積 して い る ほ

ど顕著で あ る。こ の，沖積粘性土 で 山留 め 壁 の 変形が 大

きい の は壁 背面 に作 用 す る側 圧 （土 圧 ＋ 水 圧 ） が 人 き い

か らの み で は な く，ヒ ービ ン グ に よ る，床 付 け面 以 深 の

地 盤 の 動 きが大 きい こ とに 起因 して お り9〕，床付け 以 深

の 地 盤強度 と掘削深さに 関係 し，Nb ＞ 3，14以上 の 関係

（Pecklo〕 （ペ ッ ク） の 安定数 Nb − yfffc，γ ：⊥ の 単位体

積重量，H ： 掘削深 さ，　 C ： 土 の 粘着力）に な る と変形

が急激 に増 え る こ とに よ る。

　先 の 示 した，各 企 業 体 の 指 針類，土 研資料 に お い て も，

ヒ
ービ ン グ に よる影 響範 囲 は，近 接程 度 の 判定 と し て ，

別途 ， 判定基準 が定 め られて い る。

　 こ れ よ り，沖積粘性土 に お い て，床付け 以 深の す べ り

線を設定す る場合 は，Peck の 安定数 に よ る床付 け 以 深

の 地 盤 の 安定性 を検討 した上 で，別 途，山留め 架構の 計

算で 得 られ た，床 付
．
け以 深 の 変 位 不 同点 位 置 と併せ て ，

DL， が 安 全 側 の 評 価 とな る よ うに ，設 定 す る こ とが望 ま

しい。

3．3 近接工 事に伴う各種調査

　近接 工 事 に伴 う 各種調 査は，近 接程 度の 判 定，近 接 構

造 物 へ の 影 響 予 測 等，工 事着手 前の 事前検 討 と工 事 に よ
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　 る構 造 物 へ の 影 響の 有無 の 判定 や 影響が 生 じ た 場 合，

　 その 程度や工 事 との 因果関係の 特定，更に は対 策工 を

　立案 す る ため に実施す る。近 接工 事に 伴 う各調 査 の 項

　 目は ，

　　  関 連法 規 の 調 査，  立 地 条件の 調査，  地 盤調査，

　　  地 下 水 調査，  近接構造物調査 に 分け られ る。

　　関連法規 ・立 地 条件の 調査で は ，工 啣に 関連 す る 各

　法規の 調査 と建設敷地 内 ・外 で の 工 作 物
・埋 設 物等 の

　現況 を 調 査 す る 。 地 盤 調査 で は 当該位置 や そ の 周囲の

地 盤 特性 （十．び）物理 ・
強度

・
変形特性，地下水位，帯水

層定 数等）や 地 形
・地 質，地盤沈下 の現況を調査す る。

地 ド水 調査は，地 盤 調 査の地 下 水 に関 す る調 査 よ り，更

に 広域 的 な 地 ド水 循 環 に 関 す る調 査 を行 う。また，近 接

構造物調 査 は，対象 とな る構造物
・工 作物の 構造形式，

現 況 等を 調査 す る こ と とな る。以 下，各調査 に つ い て の

詳細 を 示す 。

　 3．3．1 関連法規
・立 地条件の 調査

　 関連法規 の調査，立地 条件の 調査の 項 冖 につ い て 表
一

3．8に 示 す。関 連 法 規 は 各法 的 規 制 に よ り，工 事 の 制 約

を受 け た り，計 画 の 変 更 や 工 事の 遅延等が 懸念 され る 場

合が あ る た め，事前 に 調査す る。ま た ，環境関連法規

（地盤沈下，地 下水汚染，騒音 ・振動，産業廃棄 物等 に

関す る法規） に つ い て は 内容を 理 解 し，工 事の 計 画 に お

い て は法規制 に 抵 触す る こ とな く十 分な 検討が 必要 で あ

る。こ れ ら の 関 連法 規 な ら び に 各地 方 自治体 に よ る 指

導
・要 領等 に つ い て は 文Ut11）・12）に も取 り ま と め て あ る

の で 参 照 し て い た だ き た い 。立 地 条 件 の 調査 で は ，建 設

敷地内外の 地中
・
地上 構造物や 工 作物，道路等 の機能，

状況 建設敷地 との 位置関係に つ い て 調 べ る。ま た，近

隣で の 過去の 工 事実績（各計測 データ ・近 隣 トラ ブル 等）

や 環境問 題 として 工 事 に 伴 う騒音 ・
振動に つ い て も調査

対 象 とな る。

　 3．3．2　地盤 調査

　 地 盤 調査は 新設構造物の 設計，施工 法の検討 な らび に

既設構造物 へ の 影響 を 検討す る 際 に必 要 な 調 査 で，地

形
・
地質，土 質定数 （十一の強度，変形特性）等の 地 盤 特

性の 把握 と経年的な地 盤沈下 等，建設 敷地 内 ・
外で の 情

報 を 得 る こ とを 目的 とす る。調 査 項 目
13〕と し て は

　  既 存資料の 調査 ，  地 形
・地 質 に 関す る 調査，  土

　質特性 に 関す る 調査 （物理 ・強度 ・変形特性），  地

　 下 水 に 関す る 調査

に 分け られ る。地 下水 に 関す る 調査 は帯水 層の 深 さ，厚

さ，分 布，透 水係数等，建設 敷 地 での 局 所 的 な 地 下 水 調

査 を示 す。ま た ，地 形 ・地 質 は堆 積年代 に よ る土 の 強

度 ・変形 特 性 や地 下 水 循 環 との 関連 が 深 く，地 形，地 質

は既 存資料 を調査 す る こ とで 識別 が可 能で ，地 域別 「地

盤 図 」
14），「地 形 図」

15）等，更に 経年的変化 も 「占地 図」
16 ）

を参考 と し て 調査 す る こ と が で き る。近接工 事で は 各検

討を行 う上 で，地 形 ・地 質の 状 況 を把 握 す る こ とは 特に

重 要 で あ る 。 こ れ よ り，表…3．9に地 盤 調 査 項 目を示 す 。

　3．3．3 地 下 水調査

　地 下 工 事 と地 下 水 は密接な 関係 に あ り，工 事に よ る 揚

土 と 基礎，555 （592）
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表
．．3．8 関連法 規 ・立地 条件 の 調 査

調査 項 目 調 査内容

災害防止 関 連法規
CI建築某唯 法

・
同施行令 ，剖市計 1由「法，労働安 全衛 生法、労働 安全筍生 規 則 及 び 関連法規，消防法，

　 市街地士六 L 事公 衆災書ρ方止 対策 要領 等
関 連サ 規

の 調 査 環境保 全 ，夕 吾防 止 関 連 法 規
⊂）環瞳基本法，丈化財保護 法，都市公 園法，水 貫汚濁 防止 法，ド水 道法等，都道府 県公 害防止 要領，
　騒 音 規 制 法 ，振 動 規 制法 ，廃 棄 物 の 処 理 茂 び 清掃 に 関 す る法 律等

道路，河 川 ，港湾等法規 O 道路法，通 路交通法，海 岸法，河 川法等

敷 地内調査

〔：，敷fけ音 界線，敷地 の 高低

O 地些障害 物，埋 設物 （工 亊 の 支 障 とな る 既存地 下 室 ，基 艇 ，杭 ，「口護 岸 ，擁壁 ，古 井 戸等 ）

○ 」也上 工 作物 （工 事の 乂 障 とな る 工 作物 ，樹木 等）

○ 地 域種別 1市街 地 ，海 岸 地 帯 ，⊥ 業 地 帯 ，農 地 ，公 園 等 ｝，将 来計画 〔都市 ・道路計画）

敷 地 周 辺 調 査

の 近接構造物の 所有者 ・管理チ

し 1可川 ・雨 水桝 ・側才冓，河丿1．・堤防 ・｛苛ヨ つ 水位
・
流向

・
｝11f敵 と位 置関係

○ 近 隣工 半 状 況 〔揚 ノK，排水
．
「：事 の 有無，揚水期間，揚水 量，地下木低 下）

0 地中埋 設 物 〔上 下水道管，ガス ，電 力・通信 ケ
ーブル ，共同溝の 右無，各埋設物 との 相互位置 関係 ）

立 地 条件
の 調 査

道 路
・

凶 由状況調査

O 遭路の 種別
・
重要度 〔上 事位 置交通経路，道路幅員，高 さ制1垠規制等）

O 路面状況 と交通量 ，路面の 掘返 L．規 制等

○ 道路 E 工 作物 「痕火栓，交 遅標識，信 号機，街 灯 ，電 柱 ，電 気 架 空 設 備 ，帥 ト鉄 換 気 孔 ，樹 木 等 〕

近隣住民の 近 隣状兄 調査

C）近 隣 丁 事 の 住 民 との トラブ ル 状 況 〔井 戸 枯れ ，沈下 ，騒 音
・
払
．
勤等過去の 事例等＞

O 生 活 環 境 （噴水 ，井 戸 ，宮水 の 使用 状 況 ）

⊂）住民 活 動 〔生瀁 ，市民 括動，サ
ー

ク ル 等〉，住 民運 動 （注民の 社 会的意 識，町内会 の 状 況等 ）

騒音 ・振蚕周 査

⊂）工 事現←周辺 で の 「事以外の 騒音、振動 〔暗駈 降，暗振 動 〕

ID工 晝 騷肯 ，振副1の 景善
’
隈 ぶ と予測 され る家屋，施 赱，構造 物 の 諤 査 槻 模 ，密 集度 ，敷 地 境 界 か

　 らの 1碓隔距離，施献 寺の 利用時 間帯〉

その 他

○ 建 設位 置の 可1
：
在 ，利 用 す る交 通 機 関

O 皮災，災害 時の 緊急 工磨先 〔医療機 関，警察，ガ ス ・水道 ・電気会社等〕

0 気象条 件　潮位 の 変化
○ テト 隣工 4 実 績 〔秘 切

1
丿状 況 ，二」協 め ・近 接 構 造 物 等 の 挙 勳計 測デ

ー
タ，トラ ブル 等）

表
一3．9 地 盤 調査項 目 と調査 内容

調査 1
「
〔II 調 査内 容

既 存 資料 調査
C 坩 形，地 覧貞 料，広 域的 地 版北下 費料，既「く構 造椥 〕

　 i置 の 地 質調 査資 料

⊥也 レ ・地 霞に

門 する IJI値

［⊃II［背 ・沖憤 ・堪 立地 ・山 1駐地 の 地 盤種別

0 ／
f地 ・台 地 ・傾 引 地　低 地 ワ　〉布 状 配、背が の III地 、」

　 の
「
也「1状凸己，　II．1四LI．1・「F

’
胡記

O 施 工 画所
・

周 辺 の 地 質，地1亡II構成 と分看 f状況

土質 特性 に 関

　す る IJI晴

（）物 理特 ．1生 し土ネ
「
勹 密 ［夏，杜土 力布 ，土の 湿 ｝「

軋i密度 等，
　1
「
］隙比 等）

O せ ん 断 溥 度 （内部摩 旗 角，粘ポノ）

○圧
”
1特性　（圧 密降伏 応力 ，1⊥ 柘揣ダ ，ト1　 1　 鉱同｝

C：変 1レ特 性 〔変 π係 叛 ，唖　 ，1』「．膤L．1生併数 ，ホア ソ ン 比 等＞

0 ．．L圧 （受働 土圧 ，静 止 土圧 ，−L慟 土圧 ）

0 間隙水 圧 （対 象 となる層 の 門隙水 圧 ，水圧 分 rの

地 ド水 に111亅す
　 る 調 査

0 ．咆 ドノk調査　（［也 ド水 位 ，流 「司 ・流 速，

0 諒水層 調査 （帯水∫：深 さ，県 さ，分布，L 水 係数，貯
　 留係数 ）

そ の 他 ⊂）」：聖 古鑑 の 調 査

表
一3．10　地 ド水 調査項 凵 と調査内容

調 査項 目 調 査 内容

既存資料調査
D 地下水位資料，河川 ・池等の 水位 資料，潮位観

　測 資料，土地利 用状 況資料、気象資料

ヨ と生調査
〔）資料 調 査 の 補 追 確 蓍

．
円査 〔既 存 資 料 と の 対 比 と

　現 況 、排水 施 設 等の イ1無 の 碓 即り

地下水利用調査
O 工 垢 揚水 ，井戸 の 使 用 ，宮水 の 使 用 ，噴水 等 の

　施眠使川状況

地 下 水 付 日査

0 観 測 井設 置 （地 下 水 位 観 測，季 節変動 等に よ る

　地 下水 广 旻期 観 測：1，河 川 ・池 ・既 設 井戸等 の 水

　仁 観 廁 ，潮位観渊 ，現 易揚水試 験 〔帯水層定数，
　影響半往の 確認）

衣流水 調査 O 河 1［1流量調査，水路 流量調査

流 量 ・流 速 調査 O 観 測 井 設置 （孔 内流 向 ・流速〕

水質調査
O 地下水，河 1

「
1・池 ・

井戸 等の 水質調 査 ，
　地 1｛水 汚

、
の 調査

水，山留め 壁 や 新 設 構造物 に よ る 地 ド水低 卜，地 下水脈

遮断等で 地 下 水 の 分 布，流れ，水 質に 影響 を与 え る。地

下 水 位 低 下 で は，地
．．
ド水 の 枯渇，地盤 沈下 ，地 表水 の漏

え い （貯水 池，河 川 の 水 位低 ド），植物 の 立 ち 枯 れ や 地

下 の 酸欠 等が あ る。地 下 水 上 昇で は 十 地 の 湿潤化，構造

物基礎 の 支持力低 ド等の ．弊害が 生 じ る。ま た，海岸地 域

で は 地 下 水 流動の．変化 に よ る 塩水 化が あ る。さ ら に は ，

lJ」留 め壁や 新設構造物の 地 下 躯体 に よ る 地 下 水遮断に よ

り，上 流 側 で は ダム ア ッ プ，下 流 側は 地 下 水 低下 に よ り，

先 の 地 下 水 位 の 変動 に よ る障害が 生 じ る こ と もあ る。

　地 ド水 調 査 で は こ れ ら障害を 未然 に防止 す る こ とを 目

的 と し，広域 地 下 水 （地 下 水 の かん 養，流動，流出）の

問題 と し て 捉 え ，調査項 冖 を 設 定す る 必 要が あ る。こ の

た め ，地 ド水 調査 は 新設構造物 を 建設す る た め の 調査 と，

新設構造物 に よ る地 下 水 障害が 及 ぼす 影響を 検討す る た

め に 行 う。 広域 的 な調 査 で は，調 査範囲 が 異 な るが，お

お む ね 以 ドに着 目 して調 査 すれ ば 良 い と考 え られ る 。

・ 地 下 水循環 と建設敷地 に流出入す る水量 ， 流動状況

・帯水 層の 分布 （不 圧 ・
被圧帯水層分布）

・経年的な 地
．
ド水 位 の 変動，流向

・
流速，表流水

・近隣で の 井戸 ・宮水 の 利用 ，地 下水 汚染

　 こ れ ら地 下 水 調 査で は，地 形 ・地 質 との 関 連を 明確 に

し，先の 地 盤 調査 と併 せ て 検 討 す る必 要 が あ る。地 下 水

調査 を表
一3．10に 示 す が，調査 項 目は以 下 に 分け られ る 。

　   既存資料 の調査，  現地調査，  地下水利用調査，

　  地 下 水 位調査，  表流水調査，  流量
・
流速調査，

　  水質調 査

　3．3．4　近 接構造物調 査

　建築構造物は 建築基 準法 ・
建築 基 準法 施 工 令，土 木 構

造物 は各企 業体等 が定 め た指 針 類 に 準拠 した構 造 計 算 や

構造規定 に よ り，作用 荷重
・
外力等 に対 し て 安全 で ある

こ と，ま た 構造物 の 基礎 は，こ れ ら想定外力や 地盤沈

下 ・変形 に対 して ，機能障害が生 じな い よ う，十分 な耐

力 を有 す る よ う に設 計 で 担保 され て い る。近 接 τ 事 に よ

る 地 盤 の 変位，緩 み ，地
．
ド水 位 の 変動 は，近 接 構造 物下

部 の 地 盤 か ら基 礎 を通 じて 変位
・
変 形 とな り影 響 を及 ぼ

す こ と に な る が，構造物 に ど の 程度の 変位 を与 え る か，

どの 程 度 の変 位 を許 容 出来 る か （構造物 の変位
・
変形 ・

傾 斜角 ・部 材応 力等）に つ い て の 検討が重要 で あ る。

　構造物 の 許容 で きる変位等 （許容値）は 用途 ・利 用 状

況，立 地 条件，構造特性
・基 礎形式等 で 異 な り，表一

3．1の 基準
・
指針類 や 過去の 実績，理 論的な 検討 に 基 づ

き提案
17 ン1．19〕され て い る。ま た ，実工 事 に お い て 構造物

へ の 影 響が 生 じた 場 合で ，T．事 と の 因果関係 を 明確 に す
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る には，⊥ 事 着 手 前 の 地 盤 調査 ，地 下 水 調査 と併せ ，先

の 立 地 条件で の 調査に お い て ，更に 近接構造物 の調査 を

詳細 に 行う必 要が ある。本調査 は以 下 の調 査 に分 け られ

る。

　  既存資料調査

　建設時に お け る 設計 図書 類 ・
竣工 図書，施⊥ 時の 記録

な らび に 供 用 開始 か らの 補修 ・使用 状況，機能 ・形 状，

付 帯 施設 ・
関連施設等 の 調査

　  　現地 調査

　現地 調査 は既 存資料 がす べ て 入 手で きな い 場合の 補足，

な らび に既存資料 と現況の 確認を す る た めに 行う調査

　表一3．11に は近接構造物の 調 査項 目を 示 す。本 調査 で

は搆造物の 管理 ．者や 利用 形 態 ・使 用 状 況 等 に よ り制 約 を

受 け ，現地 調 査の す べ て の 項目に つ い て 実施で きない こ

とが あ る 。
こ の よ うな 場合b 既存資料 の 調査結果に て担

保 す るが ， 建設年代が 古い 構造物 で は既存資料 も無 い こ

とが あ るの で ，管理者 との協議の 上 で 出来 る 限 り現 地 調

査 に て 確認す る こ とが望 ま しい 。事 前検 討 で は，近 接構

造物の 用 途 ・規模 と使 用 状 況，上 部 ・ド部 の 構造種 別 と

基 礎 の 形 式 ・寸 法，近 接 構 造 物 と新設 構造物 の 相対位置

が 必 要 とな る 。 ま た，工 事 との 因果関係 とその 程 度 を推

定す るに は，構造物 の健全度 と耐 久 性 （ひび 割 れ に よ る

耐久 性低下，こ の 時劣化 ・老朽度の 評 価 に反 映），老 朽

度，変形 ・変状 の 現 況，更に 周辺 状況の 調査 が必要 で あ

る 。 近 接構造 物の 許容変位量 は，構造物 の 機能 か ら
．
設定

され る こ とが 多 く，構造物の用途
・
規模，機能確保 に よ

る制約条件 （鉄道で は 整備基準値
．
等，建物 で は居 住 性，

機器類
・
設備等の 安全 性 ），所 要 空 間 の 確 保 （建 築 限 界，

桁下 空 間 の 確 保 ），精 密 機 器 類 （電 算機
・
精密機器 ，試

験装置等）や ク レー
ン の 設置等 の 調査 が必 要 とな る。こ

れ ら構造物 の 現況観察 に よる調査 がで き るの は，形状 ・

寸法，材質 と老朽化や 変状の 有無程 度で，設 計 図 書 や保

全記録等の既存資料 との 照 合 確 認 を要 す る。ま た，コ ン

ク リ
ー

ト構造物 で は，は く落，鉄 筋 の 露 出，ひ び割 れ の

発 生 箇所 や その 大 き さ を調査す る。そ の 他，構造物 に 付

帯 す る ガ ス
・水 道管等の 埋 設物 は 沈下 に よ る損 傷 で，重

大な事故 に つ な が る恐 れ が あ るた め，接続 位 置，用途 ，

構造，材質等 も調査 す る必要 が あ る。

3．4 お わ り に

　構造物の 管理 者 に よ っ て，近 接程 度の 判 定 方 法 が 異 な

る こ と を示 し た。ま た ，本 章 で触 れ て い ない 既 設 構造物

が 地 中構造
．
物 の場 合 の 判定 方 法 も，指針類内で 示 され て

い るの で参照 して い た だ きた い 。 また，環境 に 配慮した

丁事計 画 が望 まれ て い る現在，構造物構築後の 周 辺 環境

へ 与 え る影響 に つ い て ，事前調査を十分 に実施 し，影響

表一3．11 近 接 構造物の 調査

謂査 項 目 調 査内容 屯 な着 目点

O 建物 規 摸 （形 状 ：平 面 形 ，高 さ，地 下 傑 さ｝

0 上下 部構造種別 ・形 式

設計図書類
設 計図書，設計計算書

壁式搆造，ラ
ー
ル 構造，静定構 造 物 ，不 静 定 構 造 物 等

木造，鉄筋ニ ン捗
．
ト造，鉄骨 造，欽 骨鉄 筋 コン夘

一
ト造 ，コ別 ・．1・プ ロッタ造，レンガ 造等

の 調査 ○某礎構造種別 ・形式

独立 基礎，布慕礎，ぺ た 基礎，杭 基 礎 （支 持 杭 ・墜擦 杭 ），ケ．1ウ基 礎 等

準拠 した 指針 ・基 準類 C）計 算手 法 ，許 容応力度，安 全 率等
既
存

施 工 記録 〔基礎
．
1：・下部工

・L部工 ｝ 0 基礎工 法，特 殊 な工 法 等

資 建設 年次 O 連 設 午月 日

料 変状 や震 災
・
火災

・
水 害等の 被災履埜 C被 災項 目、時期

）

周

ぴ’言
彫

宇甫弓虫，　「1多繕，　ネ甫↑蔭，　t曽改 築の 経歴
o 保全 記録
0 補 強 ・補 修 ，噌 改築の 時 期 と部位，構 造形式 ，規模，重量，形状，剛性等

査

保 全，使 用 状 況
作 用 荷重 の 理 況 O 車輌 荷重，列 車荷 重等

の 謌 査 鰻器類，管路 等の 設 置 ，敷設 の状 況
○ 精 密機 器 類 （電 算機 ，試験装置〕，ル ウ 等
○設 置位置 （地 下，堆 上 〕

社 会的重 要度 ○公 共施設 ，民 間施設 ，天然記 念物 ，遺跡 ，重 要 文化 財

○鉄 道 ：建 築限界，軌道整備心 得，軌道整備基 準値等
管埋 基準 直等 o 橋梁 ：建 築限界，桁 卜

．
空閲等

○ 水路 ：勾 配 限 界等

新 設 構 造 物 と既 設 構 造 物 の 位 置関係 O 平面 位置，断面位置

0 建 物 〔住 宅 ，事 務 所 ，店 舗 ，工場 ．物 販 店 ，精密機械工 揚），道路，鉄道

用途
・
利用状 況

0 地下 埋 設 物 〔共 同溝
・
ン
ー
ルド 等の イン万 ）

C 〕放水 路，ト ン ネル ，港湾講造物 ，河川 構造物，鉄塔等
○ 付 帯 施設 ，関 連 施 設 の有 無 ，種 類 等

0 線路　　　 ：線路本数，軌道 構造，分 岐器の 有無，》
．
ル種別，平面 ，軌道 狂 い ，

軌道整備状況等
C）盛：ヒ

・
切土 ：形状

・．
寸法，施工 基面 幅，施 ⊥ 某面 の 状 況 ，沈下 ，法面 ，旭 下水

位，排水等
O 橋桁　　　　ひ び 割れ ，桁下空頭，沓の 状況 （可 動沓 の 移 動余裕，破損，モ点

支持〕等

現

地

既 設 構造物の

機 能，形状等
使用 上 の 機能確保の 制約条件

⊂）橋台
・
橋脚 ： 変位 〔沈下 ，移動，傾斜〕，隣接構造物 問 の 目違い ，折れ 角，ひ

　 　　　　　 　び割 れ ，洗掘，沓状況 〔可 動沓の 移 動 余 裕，破損，三点 支持 ） 等
調 実態調 査 ○ 高架橋　　　 変位 （沈 下，移動，傾斜〉，隣接構造物 問の 口違 い ，折れ角，ひ
査 び割れ ，沓 吠況 1可動 沓の 移動 余裕，破損，三 点支持〕等

O ポ ンク跏 」バ
ート： 不同沈下，折れ 角，目違い ，継手 部の 目開き，内空断 面 ，ひ び

割れ，変形，漏水等
0 トン ネル 　　建築1垠界に対す る余裕，ひ び割れ，変形，漏水，空洞等
0 建 物 　　 　 　家屋 調査 ，各種精密機器類 （計測機器，試 験装置），ル ー

ン等

O 上構造物　　 ．盛 土材料 ・形状 ・寸 法 ，法 面 工 の 種 類

こ〕」ンダ
ー
ト構 造 物 ：ひ び 割 れ （発 生 箇 所 ，大 き さ），は く落 ，鉄筋 の 露 山 ，被 り厚

構 造形 式，寸法，形状，材質 さ，鉄 筋 の 腐食 ，コ別
一
ト強 度 ，排 水 ，漏 水 状 況 等

O 鋼構造物　　　腐食，部材接合部 （llペ ット，ボ ルト，溶接），支承 部等
○石 積 ・レ ン ガ 渥 地割れ ，ひ び割 れ ，は く落，強 度等

老朽度 ○ 家屋 調 査 等 に よ る，構 造 物 の 変位
・
変状，破 損部位 （ひ び 割れ 等）の 現 況

60 土 と基礎，55−．．5 （592）
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